
第４章　癒しの郷とくしま
第１節　多様な自然環境の保全とふれあいの創造

１　すぐれた自然と身近な自然の保全
（１）自然公園の保護管理
①現況
（ア）自然公園等の指定
すぐれた自然の風景地を保護するため、国立公園、国定公園、県立自然公園及び自然環境保全地域（以
下「自然公園等」という。）を次のとおり指定しています。

表４－１－１　自然公園一覧 （単位：ｈａ）

公 　 園 　 名

面　　　　積
指定年月日特別保護

地　　区

特別地域
普通地域 合　計

第１種 第２種 第３種 計

瀬 戸 内 海
国 立 公 園

２ ６８０ １９９ ８８１ ６５７ １，５３８ 昭和２５年５月１８日

小 計 ２ ６８０ １９９ ８８１ ６５７ １，５３８

剣山国定公園 １，２４０ ３，２１８ １１，５２２ １５，９８０ ２，１９６ １８，１７６ 昭和３９年３月３日

室戸阿南海岸
国 定 公 園

９２ ６４ １，４８０ ２，０８７ ３，６３１ ２２ ３，７４５ 平成１７年７月８日

（阿波大島海域
公 園 地 区 ）

（１５．５） 昭和４６年１月２２日

（阿波竹ヶ島海域
公 園 地 区 ）

（９．９） 昭和４７年１０月１６日

小 計 ９２ １，３０４ ４，６９８ １３，６０９ １９，６１１ ２，２１８ ２１，９２１

箸 蔵
県立自然公園

１，１８３ １，１８３ 昭和４２年１月１日

土 柱 ・ 高 越
県立自然公園

４ ７９ ２４４ ３２７ １，０９１ １，４１８ 平成１７年４月１日

大 麻 山
県立自然公園

１，３０９ １，３０９ 昭和４２年１月１日

東 山 渓
県立自然公園

４７ １２ ５９ ４，３７３ ４，４３２ 平成１７年４月１日

中 部 山 渓
県立自然公園

３４ １６６ ２００ ５，３８０ ５，５８０ 平成１８年３月３日

奥 宮 川 内 谷
県立自然公園

１，３２５ １，３２５ 昭和４２年１月１日

小 計 ４ １６０ ４２２ ５８６ １４，６６１ １５，２４７

合 計 ９２ １，３１０ ５，５３８ １４，２３０ ２１，０７８ １７，５３６ ３８，７０６

＜当初指定年月日＞
瀬戸内海国立公園　　　　　　　昭和９年３月１６日
室戸阿南海岸国定公園　　　　　昭和３９年６月１日
土柱・高越県立自然公園　　　　  昭和４２年１月１日
東山渓県立自然公園　　　　　　昭和４２年１月１日
中部山渓県立自然公園　　　　　昭和４２年１月１日
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表４－１－２　自然環境保全地域 （単位：ｈａ）

自然環境保全地域名
面　　　　　積

指定年月日
特別地区 普通地区 合　　計

高 丸 山 ２０．５　 ８．５　 ２９．０　 昭和５２年３月１１日

野 鹿 池 山 ２．０　 ８．０　 １０．０　 昭和５７年１月２９日

合 計 ２２．５　 １６．５　 ３９．０　 　

（イ）公園計画の策定と再検討
　公園計画とは、優れた自然の風景地である自然
公園のそれぞれの特性に応じて、いかにして風景
の保護を図り、豊かな自然環境を保全するか、また
どのように利用させるかについて定めるものです。
つまり、自然公園の保護又は利用のための規制又
は施設整備に関する計画です。
　各公園における見直しの状況は次のとおりです。

ａ  瀬戸内海国立公園  

　昭和３２年及び４５年に保護及び利用計画が決
定され、その後全面的に見直しは行われていませ

んでしたが、平成２年度に再検討を終了し、公園計
画が変更されました。

ｂ  剣山国定公園  

　昭和６１年度に再検討を終了し、公園計画が変更
されました。また、その後の状況変化に対応するた
め、平成５年度にも公園計画が変更されました。

ｃ  室戸阿南海岸国定公園  

　平成１７年度に再検討を終了し、公園計画が変更
されました。
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ｄ  県立自然公園  

　平成１７年度に土柱・高越県立自然公園、東山渓
県立自然公園、中部山渓県立自然公園の再検討
を行い、公園計画が変更されました。あとの県下の
３県立公園は、区域の指定のみであり、公園計画は
策定されていません。

（ウ）自然公園等の監視体制
公園監視団体の指定
　国定公園及び県立自然公園の適切な管理を行
うため、平成１６年度から県内の環境ＮＰＯの応募団
体から最もふさわしい団体を公園監視団体として２
年ごとに指定し、自然環境戦略課の指導監督を受
け、自然環境保全に関する監視、指導、情報収集等
を行っています。

　　剣山国定公園　　　室戸阿南海岸国定公園

②対策
（ア）自然公園等における各種行為の規制
　自然公園法、徳島県立自然公園条例及び徳島
県自然環境保全条例に基づき、自然公園等の区域
内においては、その区域の風致景観を保全するた
め、各種の行為（工作物の新改増築等、木竹の伐
採、土石の採取等）の規制を加えております。
　規制の範囲は、自然公園区域内に指定されてい
る特別地域、普通地域によって異なっており、また
許可権限者についても国立公園は環境大臣、国定
公園及び県立自然公園は県知事となっています。
　なお、国立、国定公園の特別地域内の行為につ
いては自然公園法施行規則（昭和３２年厚生省令
第４１号）第１１条によって、許可、不許可の判断がな
されており、大規模な開発行為（１ｈａ以上の面的広
がりをもつ開発行為等）については、事前に環境に
及ぼす影響について総合調査を行うこととされてい
ます。
　平成２５年度における自然公園ごとの許可、届出
等の件数は、表４－１－３のとおりです。

表４－１－３　自然公園内許可等件数 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件）

自然公園別事項別 剣山国定公園 室戸阿南海岸
国定公園

県立自然
公園 計

特 別 地 域 許 可 ６ ２４ ０ ３０

特 別 保 護 地 区 許 可 ０ ０ ０ ０

普 通 地 域 届 出 ５ ２ ２ ９

特別地域内協議・普通地域内協議 ６ ０ ０ ６

特 別 地 域 内 届 出 ０ ０ ０ ０

計 １７ ２６ ２ ４５

公 園 事 業 認 可 ・ 執 行 承 認 ０ ０ ０ ０

③今後の取り組みの方向性
（ア）国立公園、国定公園の公園計画の策定と再
検討　　
　国立公園においては国が、国定公園については
県が必要に応じて見直しを図ります。

（イ）県立自然公園の公園計画の策定
①特に保全すべき景観や生態学的に重要な自然 

がある。
②指定時に比べて景観が著しく改変されている。
③地元市町村や地域住民及び利害関係者の理解
と協力が得られる。

以上のことが満たされる公園については、公園計
画の策定を図ってまいります。

（ウ）自然公園等の監視体制
　不法投棄や自然公園の利用者の増加に伴い、
環境負荷の増大、マナーの低下等の問題が生じて
いるとともに、平成２２年４月から自然公園法が改
正され、生物多様性の確保や規制の強化が図られ
ました。
　これらに対応し、貴重な自然環境を有している自
然公園等の保全と適正な利用を図るために、県民
との協働により監視体制の充実・強化を図ります。
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（２）身近な自然の保全
①現況
（ア）ふるさと自然ネットワークの構築
　自然との共生を県民が身近なところで感じ、地域
の多様な自然環境を活かしたビオトープ（生き物の
棲み家）の保全・創出を県民協働で進め、ふるさと
の多様な自然を将来世代へよりよい形で伝えるこ
とを目的に策定した「とくしまビオトープ・プラン」に
基づき、身近な自然環境の保全を支援しています。

（イ）森林
　本県は、森林が県土の７５％に当たる３１２千ヘク
タールを占める森林県であります。森林は、木材生
産はもとより県土の保全や水資源のかん養など、
私たちに様々な恵みをもたらしています。最近では、
二酸化炭素の吸収・固定、保健・文化・教育的利用、
野生動植物の生息の場としての期待も高まってお
り、こうした森林の持つ多面的機能の発揮が強く求
められております。森林の所有管理形態は、国有林
が全体の６％、県や市町村有林等の公有林が１２．
３％、私有林が８１．８％となっております。
　森林の特徴としては、古くから林業が盛んである
ことや戦後の荒廃した森林の復旧、旺盛な木材需
要に対応することなどを目的として人工造林が進
み、現在では民有林の６２％がスギを中心とした人
工林となっています。また、人工林は、概ね５０年生
以上の林分が半数に達している一方で、間伐が必
要な林分も約４割を占めております。

②対策
（ア）ふるさと自然ネットワークの構築
　地域の多様な自然環境を活かしたビオトープの
保全・創出を県民協働で進めるとともに、地域にお
けるビオトープの取組みを効果的に進めるため、ビ
オトープ・アドバイザーの派遣を実施しました。

表４－１－３
Ｈ２５ビオトープアドバイザー派遣実績

年月日 場所 参加
人数

Ｈ２５．７．２７ 鳴門市クリーンセンター ２２

Ｈ２５．９．９ 鳴門公園 １０

Ｈ２５．１０．１５ 佐那河内村上字野上原 １５

Ｈ２５．１１．１０ 鳴門市クリーンセンター １３

Ｈ２５．１２．９ 大鳴門橋架橋記念館 １５

Ｈ２６．３．５ 岩倉小学校（美馬市） ５７

計 ６回 １３２

（イ）森林
　森林に対する県民の要請が多様化・高度化する
なか、本県の豊かな森林を次世代に引き継ぐため、

「とくしま
も り 

森林づくり県民会議」を創設し、県民・企
業・行政の各主体がそれぞれの役割に応じた積極
的且つ主体的な森林づくり活動が実践できる推進
体制を構築するとともに、平成２６年４月には「徳島
県豊かな森林を守る条例」を施行し、森林管理重
点地域を設定し目的が明らかでない森林売買や無
秩序な森林開発を防止する他、新たな森づくりの

拠点として条例を具現化する「徳島
も り 

森林づくり推進
機構」を開設し、森林の公的管理をはじめ県や市町
村とともに公有林化を推進するための体制を整備
しています。

ａ  森林の整備  

　森林整備の目標や基本的な事項を定める地域
森林計画を策定するとともに、市町村森林整備計
画の樹立及び推進指導を行うなど、森林計画制度
の適切な運用により、健全な森林の維持・造成を
図っています。
　また、森林施業を計画的かつ効果的に進めるた
め、路網の整備、高性能林業機械の導入、低コスト
造林技術の導入などにより、間伐を中心に造林、保
育等の森林整備を推進しています。
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表４－１－４　森林資源現況表

森林面積（ｈａ）
森林率
（％）
計

民有林の森林蓄積（千㎥）

国有林
公有林

私有林 計 人工林 天然林 計
県 市町村 森林づくり

推進機構 その他 計

１８，６１０ ６，４６７ 　８，８９４ ７，８９２ １５，１４７ ３８，４００ ２５５，３８５ ３１２，２５８ ７５ ８０，８４０ １２，３３２ ９３，１７２

図４－１－１　スギ・ヒノキ人工林齢級構成（民有林）

図４－１－２　間伐実施面積の推移
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ｂ  森林の保全  

　水源のかん養、災害の防止、環境の保全といっ
た公益的機能が特に高い森林を保安林に指定し、
計画的な保安林整備を進めています。平成２５年度
末現在の保安林は、１１４，４７９ｈａで、県下森林面積
の約３６％を占め、県土の保全に大きく寄与してい
ます。
　保安林以外の森林の開発を行う場合には、当該
開発行為により周辺地域における土砂の流出等の
災害または水害、あるいは水の確保などに支障が
発生しないように、１ｈａを超える開発行為について
は規制し、林地開発の適切な指導に努めています。
　また、「徳島県豊かな森林を守る条例」により、目
的が明らかでない森林取引を防ぐための事前届出
制度や特に重要な森林を「徳島県版保安林」とし
て指定し、小規模な開発行為に関しても監視体制
を強化していきます。
　一方、森林病害虫の被害は松くい虫によるもの
が多く、その被害材積は昭和５６年度の３７，３４０ｍ３

をピークに減少傾向にあるものの、ここ数年年間５
００ｍ３前後で被害が推移しており、防潮、防風、風
致などの機能を持つ松林にあっては、その保全が
求められています。
　このため、関係市町村と連携し、薬剤の地上散
布、被害木駆除等の防除対策による松林の機能保
全に取り組んでいます。

　　　　表４－１－５　保安林指定状況　　　（ｈａ） 

区分 保安林の種類 面　　積

国
有
林

水 源 か ん 養 保 安 林 １７，９７８　

土砂流出防備保安林 ３７７　

小　　　計 １８，３５５　

民
有
林

水 源 か ん 養 保 安 林 ７９，７４６　

土砂流出防備保安林 １４，１０１　

土砂崩壊防備保安林 １８０　

そ　　の　　他 ２，０９７　

小　　　計 ９６，１２４　

合　　　　計 １１４，４７９　

③今後の取り組みの方向性
　「とくしまビオトープ・プラン」に基づき、ビオトー
プネットワーク方針図にそったビオトープの保全・創
出を支援するとともに、普及啓発を推進することに
より、身近な地域の自然環境の保全を図っていきま
す。
　また、県土の７５％を占める森林は、県土の保全、
水源のかん養、やすらぎの空間の提供など、環境財
としてその効用は県全体に及んでおり、さらには、二
酸化炭素の吸収源としてもその重要性はますます
高まっております。
　このため、「徳島県豊かな森林を守る条例」や
「徳島県食料・農林水産業・農山漁村基本計画」に
基づき、森林の公益的機能の高度発揮を促すため、
個人では管理が難しくなった森林の公的管理や公
有林化の推進による健全な森林整備の推進と適
切な森林管理の継続を図るとともに、県民・企業と
の協働による森づくり、県産木材の利用を推進する
など取組みを加速することにより「環境を重視した
多様な森づくり」を一層推進します。

多様な機能を有する森林
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表４－１－６　松くい虫の被害状況及び防除の推移

年度 Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

被　害　状　況（材積：ｍ３） ６７８ ６７２ ７７６ ４５９ ５３１ ４２６

地　上　散　布（面積：ｈａ） ４６ ４６ ４６ ４６ ４６ 　４６

被 害 木 駆 除（材積：ｍ３） １５６ ２３９ ２７６ １１１ １１０ １００

２　生物多様性の保全
　本県固有の自然特性と生物の生息・生育環境を
継承しつつ、生態系サービスを活用した防災・エネ
ルギー・森林保全等の問題に対応するための指針
として、平成２５年に「生物多様性とくしま戦略」を
策定しました。
（１）希少な野生生物の保護
①現状
　現状において本県に生息する野生生物種数とし
ては、既存の資料等によると、植物では、維管束植
物（シダ植物、裸子植物、被子植物）が約３，５００種
高等菌類（キノコ）が６００種余り、海藻が２４０種余
り、動物では、脊椎動物が６５０種余り、無脊椎動物
が５，０００種余り確認されています。しかし、本県に
おける野生生物種についての総合的な把握は十分

ではなく、分布状況についてもよく分かっていない
のが実状であり、各種のさらなる調査と分析・把握
が必要です。
②対策
（ア）資料等の整備
　絶滅のおそれのある野生生物の保護や、生物多
様性の確保のための基礎資料とするため、本県で
は６年間の調査、検討を経て平成１３年に「徳島県
の絶滅のおそれのある野生生物」を発刊しました。
本書には、脊椎動物１５１種、無脊椎動物２０２種、維
管束植物８１４種が掲載されています。この「徳島県
の絶滅のおそれのある野生生物」を野生生物に関
心を持つ多くの県民の方に活用していただくため
に、徳島県版レッドデータブック・普及版を動物編
（平成１４年）と植物編（平成１５年）に分けて発刊し
ました。

表４－１－７　徳島県版レッドデ－タブック掲載種数一覧

カテゴリー
分類群 絶滅

絶滅危惧 準絶滅
危惧

情報
不足

地域
個体群

留意 計 対象種
Ⅰ類 Ⅱ類 小計

脊
椎
動
物

哺　　乳　　類 　 ２ １ ３ ５ 　 １ 　 ９ ４０

鳥　　　　　類 　 １６ ２４ ４０ ３２ ２ 　 　 ７４ ３２８

は　　虫　　類 　 １ ３ ４ ４ 　 　 　 ８ １７

両　　生　　類 　 １ ４ ５ １ 　 　 　 ６ １７

淡水・汽水魚類 １ １０ ６ １６ １３ ４ 　 ２０ ５４ １７１

小　　　計 １ ３０ ３８ ６８ ５５ ６ １ ２０ １５１ ５７３

無
脊
椎
動
物

昆　　虫　　類 １ ３４ １３ ４７ ３３ ３ ２ ８ ９４ （＊）４，０００

その他の無脊椎動物 　 ２５ ２８ ５３ ２８ ２０ 　 ７ １０８ １，３６６

小　　　計 １ ５９ ４１ １００ ６１ ２３ ２ １５ ２０２ ５，３６６

動　　　物　　　計 ２ ８９ ７９ １６８ １１６ ２９ ３ ３５ ３５３ ５，９３９

維　管　束　植　物 ３０ ５３３ １５６ ６８９ １９ ７３ ３ 　 ８１４ （＊）３，５００

合　　　計 ３２ ６２２ ２３５ ８５７ １３５ １０２ ６ ３５ １，１６７ ９，４３９

（＊）掲載種選定時点における概数である。
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（イ）保護条例の制定とその運用
　平成１８年３月に「徳島県希少野生生物の保護
及び継承に関する条例」を制定し、また同条例に基
づき、以下のとおり指定種等を指定しました。

（ウ）希少野生生物保護巡視員等の認定
　県内に生息・生育する希少野生生物の生息地等
の巡視を行うため、巡視員等について県民から募
集し、その中からふさわしい者を「希少野生生物保
護巡視員」等に認定し、平成１９年度からボランティ
アで、希少野生生物の生息地等の保護について協
力いただいています。

表４－１－８　指定について

指定期日
指定内容

指定の種類 指定種名

平成１９年９月７日 指定希少野生生物
アカウミガメ、オヤニラミ、スナヤツメ、クチキレムシ
オイ、キリシマイワヘゴ、ジンリョウユリ、レンゲショウ

マ、キレンゲショウマ、スズカケソウ

平成２０年９月１８日
指定希少野生生物 タカネバラ

希少野生生物保護区 旭ヶ丸

平成２２年９月２４日 指定希少野生生物 チョウジソウ、キバナノセッコク、アワムヨウラン

平成２４年３月３０日 指定希少野生生物 オオクグ

　　　　　　表４－１－９　希少野生生物保護巡視員及び巡視団体

巡視対象種名 巡視員（人） 巡視団体（団体数）

アカウミガメ ５ １

オヤニラミ １ ０

スナヤツメ １ ０

クチキレムシオイ ３ ０

キリシマイワヘゴ ２ ０

ジンリョウユリ １ ０

レンゲショウマ ３ ０

キレンゲショウマ １ ０

タカネバラ １ ０

チョウジソウ １ ０

キバナノセッコク １ ０

アワムヨウラン １ ０

スズカケソウ １ ０

旭ヶ丸希少野生生物保護区 ０ １

計 ２２ ２

③今後の取り組みの方向性
　本県に生息・生育する野生生物は、生態系の基
礎的構成要素であり、県民の豊かな生活に欠かす
ことのできないものであることから、希少野生生物
の保護を図り、県民共有の貴重な財産として将来
世代に継承し、生物多様性の保全に寄与すること
を目的に、「徳島県希少野生生物の保護及び継承
に関する条例」に基づき、本県の状況に即した保全

施策を推進していきます。

（２）野生鳥獣の適正な保護管理
①現況
　本県は、３２８種の鳥類、４０種の哺乳類が生息し
ていますが、近年土地の高度利用等により生息環
境が変化し、ツキノワグマ等多くの種が減少傾向に
あると考えられます。一方で、ニホンジカ等一部の
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野生鳥獣の地域的な増加に伴い、中山間地域を中
心とする農林水産業被害の拡大といった問題が顕
在化しています。
②対策
　近年、私たちを取りまく自然環境、とりわけ野生
鳥獣に対する社会的関心は高まりつつあります。ま
た、シカ等の特定種の著しい増加やクマ等の減少
は自然環境の悪化の指標ともいわれており、野生
鳥獣の適正な保護管理が強く求められています。
　本県としても野生鳥獣の生息環境の変化に対応
し、長期的視点に立った計画的鳥獣保護施策を推
進するため、第１１次鳥獣保護事業計画（平成２４年
度～平成２８年度）、第３期ニホンジカ及び第３期イ
ノシシ適正管理計画に基づき事業を実施していま
す。

　また、野生鳥獣による農林水産業等の被害を防
止するために、各市町村が策定した被害防止計画
に基づく対策を積極的に支援していきます。

（ア）鳥獣保護区及び同特別保護地区の指定
　鳥獣の保護を図るため、県民の理解のもとに県
土の約６％に当たる５３箇所２６，０９３ｈａを鳥獣保
護区（国指定を含む）として指定し、その保護を図っ
ています。
　また、鳥獣保護区の区域内において、鳥獣及びそ
の生息地の保護を図る上で特に重要な地域につい
ては、その生息環境を保全するために、２２箇所２，
６６０ｈａを特別保護地区（国指定を含む）として指
定し、立木の伐採、工作物の設置等の行為を規制
してその保全を図っています。

表４－１－１０　平成２５年度県設鳥獣保護区指定状況

事由 指定目的 名　　　称 所　在　地
面積（ｈａ）

存続期間
保護区 特保地区

更新 身近な鳥獣 板 野 町 東 部 板 野 町 １３７ Ｈ２５．１１．１～Ｈ３５．１０．３１

更新 身近な鳥獣 妙 見 山 鳴 門 市 １７０ Ｈ２５．１１．１～Ｈ３５．１０．３１

更新 集団渡来 伊 島 阿 南 市 ４５５ １５３ Ｈ２５．１１．１～Ｈ３５．１０．３１

更新 森林鳥獣 南 阿 波 サ ン ラ イ ン 美 波 町 １１０ Ｈ２５．１１．１～Ｈ３５．１０．３１

更新 集団繁殖地 牟 岐 大 島 牟 岐 町 １７０ Ｈ２５．１１．１～Ｈ３５．１０．３１

５個所 １，０４２ １５３

表４－１－１１　鳥獣保護区、同特別保護地区の指定状況 （平成２５年度末現在）

区　　　分 県設鳥獣保護区
指 定 実 績

同特別保護地区
指 定 実 績

備　　　考

森 林 鳥 獣
生 息 地

個 所 数 ２８ １３

他に大規模生息地の保護区として、国指定
剣山山系鳥獣保護区があります。
１０，００９ｈａ（うち特別保護地区１，００６ｈａ）

面 積 １０，２１０ｈａ １，０８２ｈａ

集団渡来地
個 所 数 ３ １

面 積 ６４３ｈａ １５３ｈａ

集団繁殖地
個 所 数 １ 　 

面 積 １７０ｈａ

身近な鳥獣
生 息 地

個 所 数 ２０ ７

面 積 ５，０６１ｈａ ４１９ｈａ

計
個 所 数 ５２ ２１

面 積 １６，０８４ｈａ １，６５４ｈａ

（イ）特定猟具使用禁止区域の指定
　狩猟による危険等の予防のため、都市地域、学
校や住宅地に近接した山野等を特定猟具使用禁
止区域（銃器）に、多数の人の入り込みのある山野

等を特定猟具使用禁止区域（くくりわな）に指定し
ています。この区域では当該猟具を使用しての狩猟
が禁止されるため、鳥獣の保護にも寄与しています。
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表４－１－１２　特定猟具使用禁止区域の指定状況

事由 個所数 面積（ｈａ） 備　考

指定 ９ ８，８７８
存続期間５年

累計 ６８ ４０，２７７

（ウ）指定猟法禁止区域の指定
　鳥獣が山野や水辺に残留した散弾を飲み込むこ
とにより発生する鉛中毒を予防するため、阿南市橘
湾の一部を橘湾鉛散弾禁止区域（９８ｈａ）に指定し
ています。また、くくりわなによるツキノワグマの錯誤
捕獲を防止するために那賀町の一部を権田・槍戸
くくりわな猟禁止区域（１１，４６０ｈａ）に、三好市の一
部を谷道くくりわな猟禁止区域（３，２４５ｈａ）に指定
しています。

（ヱ）鳥獣生息調査等の実施
　鳥獣保護施策を講ずる基礎資料とするため、鳥

獣生息状況調査、特定鳥獣モニタリング調査、ガ
ン・カモ・ハクチョウ類一斉調査、鳥獣保護区等指
定効果測定調査等を実施しています。

（オ）狩猟免許等の交付状況
　平成２５年度における狩猟免許者数及び狩猟免
許合格者数と狩猟者登録者数は、表２-１-１５のとお
りです。
　平成２２年度から新規狩猟者の確保に向け狩猟
免許試験を従来の２回から３回に増やす他、試験日
の休日開催を行っています。

表４－１－１３　狩猟免許及び狩猟者登録状況（Ｈ２５） （単位：人）

免許の種類 狩猟免許者数 狩猟免許合格者数 狩猟者登録者数

網　　　猟 ３３ ２ １

わ　な　猟 １，３１０ １１０ ９９７

第一種銃猟 １，３１８ ４８ １，１９３

第二種銃猟 ３６ ７ ４２

計 ２，６９７ １６７ ２，２３３

（カ）狩猟の適正化
　狩猟の適正化及び野生鳥獣の保護を図るため、
鳥獣保護監視員（３２人）その他関係機関の協力を
得て取締及び指導を実施しています。また、狩猟者
の資質の向上を図るため、狩猟免許試験・更新、狩
猟者登録等の機会をとらえて、法令の周知、マナー
アップ等に努めています。

（キ）鳥獣捕獲数の推移
　平成２５年度の狩猟による鳥獣捕獲数は、鳥類２
８３０羽、獣類５，８０３頭です。

（ク）野生鳥獣の保護管理
　本県におけるニホンジカによる農林業被害を低
減し、人とニホンジカとの共存を図るため、平成２４
年３月、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法
律に基づく「第３期徳島県ニホンジカ適正管理計
画」を策定し、平成２４年４月から科学的かつ計画
的なニホンジカの管理を実施しています。同様に、

イノシシについても、農業被害の軽減を図ることを
目的に、平成２４年４月から「第３期徳島県イノシシ
適正管理計画」を策定し、狩猟期間の延長等の措
置を行っています。
　　
（ケ）捕獲禁止
　メスキジ、メスヤマドリが、全国一円で捕獲禁止
に、また本県ではツキノワグマが捕獲禁止になって
います。

（コ）有害鳥獣捕獲事業
　農林水産物に被害を与えている鳥獣に対しては、
徳島県鳥獣捕獲等許可事務実施要領に基づき、狩
猟者及び猟友会の協力を得て、被害を最小限にと
どめるように各市町村において捕獲を実施していま
す。なお、この捕獲許可権限については、円滑な捕
獲管理の推進を図るため市町村への権限委譲を
進め、平成２０年４月からは、県下全ての市町村に
権限が移譲されています。
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（サ）鳥獣被害対策
　野生鳥獣による農林水産物等への被害を防止
するため、市町村等が実施する侵入防止柵等の整
備や追い払いなどの被害防止活動等を支援すると
ともに、サルに重点をおいた総合対策の実践や地
域ぐるみの鳥獣対策等を推進しています。
　　
③今後の取り組みの方向性
　鳥獣保護事業の実施は、鳥獣及びその生息環
境の保全・整備を図り、狩猟や鳥獣捕獲許可の適
正な運用を通じて、地域における生物多様性の保
全にも資するものです。鳥獣保護の事業を進めるに
は、地域住民の理解と
　協力が不可欠であることから、関係機関や猟友
会、自然保護団体等との連携を強めつつ、人と鳥
獣との共生に関する理解の醸成を図り、鳥獣の保
護管理の必要性についての普及啓発を進めながら、
適正な事業推進を行います。

３　自然とのふれあいの推進
（１）自然とのふれあいの場の確保
　県民の自然とのふれあいへの感心は年々高まっ
ており、自然との交流を図る健全な野外活動は、県
民生活においてますます重要性を増していますが、
自然や風致景観を損なわないような施設整備が重
要となっています。

①現況
（ア）自然公園の施設
　駐車場、公衆トイレなどの施設を中心に、自然公
園を快適に利用できるよう利便性を向上する施設
を整備しています。

（イ）長距離自然歩道（四国のみち）の施設
　「四国のみち」は、公道、遍路道などを利用して、
自然に親しみながら四国を一周することができるよ
うに整備した全長１，５４５．６ｋｍ、１２３コース（内、徳
島県３２０．１ｋｍ、２４コース）の長距離自然歩道です。
標識、四阿などの施設を中心に、自然歩道を安全
に利用できるように整備しています。

（ウ）野鳥の森
　野鳥の生態観察を通じて野鳥に関する知識を深
め、野生鳥獣保護思想の高揚を図るため、誰もが
野鳥と身近に接することのできる場として、野鳥の
森（名西郡石井町２１ｈａ）を整備しています

②対策
　平成２５年度における利用施設の整備は次のと
おりです。
（ア）公共事業
　国定公園の利用施設の整備等を、環境省地域
自主戦略交付金により実施しました。（表４－１－１４ 

）

表４－１－１４　平成２５年度自然公園等整備事業

公　園　名 事　業　概　要 事業費（千円）

室戸阿南海岸国定公園 竹ヶ島海中公園自然再生事業 ８，０００

長 距 離 自 然 歩 道 四国のみち再整備事業 ２，０００

長 距 離 自 然 歩 道 四国のみち再整備事業（事業主体阿波市） ６，３００

剣 山 国 定 公 園 剣山国定公園再整備事業 ８，０００

計 ２４，３００

③今後の取り組みの方向性
（ア）自然公園の施設整備
　将来の利用促進と環境保全を柱にしていた施設
整備はもちろんのこと、利用者の安全確保や身障
者や高齢者にも配慮した施設の整備を進めるとと
もに、環境保全そのものを目的とした事業も実施し
ます。

（イ）長距離自然歩道（四国のみち）の整備
　老朽化している施設を適切に維持管理するとと

もに、利用者が快適で安全に通行できる必要最小
限の施設整備を実施します。

四国のみち
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（２）自然とのふれあい活動の推進
①現況
（ア）佐那河内いきものふれあいの里の運営
　佐那河内村に設置されている県立佐那河内いき
ものふれあいの里は、ネイチャーセンターのあるセ
ンターゾーンと６つの自然観察スポット及びキャン
プ場で構成されており、野鳥や植物などの自然観
察や様々な自然体験学習の機会を県民に提供し、
自然への理解を深め、自然保護思想の普及啓発
活動を推進しています。
　　
（イ）自然環境協力員の育成
　自然環境保全に対する県民意識の高揚を目的
としたボランティア参加による自然環境協力員への
登録を行った県民を中心に、ネイチャースクール
（研修会）や身近な自然一斉調査への参加を呼び
かけ、自然保護活動や自然保護思想の普及啓発を
行い、自然とのふれあいを推進しています。

（ウ）愛鳥週間
　愛鳥週間（毎年５月１０日から１６日まで）は、自然
の中で野鳥に親しみ、自然を保護する心を育むた
めに設けられたものです。県では関係団体の協力
の下、様々な催しを実施しています。

②対策
（ア）佐那河内いきものふれあいの里の運営
　ネイチャーセンターに植物、野鳥、小動物などの
専門的な知識を有する自然観察指導員を配置して、
大川原地域の豊かな自然環境を利用した自然観
察会などを開催するとともに、各施設における案内
や自然観察の指導を行い、自然とのふれあい活動
を実施しています。

（イ）自然環境協力員の育成
　自然とふれあい自然を感じるために、専門的な
知識を学ぶ場としてネイチャースクールを開催する
とともに、県内の砂浜において、ボランティアの自然
環境協力員によるアカウミガメ上陸産卵調査を実
施しています。

（ウ）愛鳥週間
　鳥獣保護思想の普及啓発のため、愛鳥週間行
事として、次のような多彩な催しを行っています。
ａ  平成  ２６  年度用愛鳥週間ポスター原画募集  

　応募数　２８校　１６３点　　
　知事賞　９点　　入選　２２点

ｂ  平成２  ６  年度愛鳥週間ポスター原画コンクール優  

秀作品展
１．平成２６年５月９日（金）から５月１５日（木）ＮＨＫ
徳島放送局
２．平成２６年５月１５日（金）から５月２８日（水）徳
島市シビックセンター
３．平成２６年６月１４日（土）から８月３１日（日）徳島
県立佐那河内いきものふれあいの里にて開催

ｃ  野鳥の違法捕獲等の取締り  

各総合県民局、東部農林水産局ごとに警察署、鳥
獣保護員と協力して実施

③今後の取り組みの方向性
　自然とのふれあいを推進するためには、県民一
人ひとりが自然に対する正しい理解と認識を持ち、
自然とのふれあい活動に取り組むことが求められ
ています。このことから、様々な自然体験の場を提
供するとともに、自然環境に対する多くの学習機会
を創出し自然とのふれあい活動を推進していきま
す。
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